
議会運営委員会議会改革検討小委員会 

次   第 

 

 

                 日時：令和８年５月 13 日（水） 

                                   議会運営委員会終了後  

                                 場所：議 会 運 営 委 員 会 室  

 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

 

２ 京都府議会の選挙区・定数のあり方について 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

４ 閉 会  



（案） 

                         令和８年５月13日 

 

 議会運営委員長 中 村 正 孝  殿 

                                                     

議会改革検討小委員長 磯 野   勝 

 

検討の継続に関する申出書 

 

 本委員会における検討事項について、下記の理由により、委員改選後の新 

体制において引き続き検討を要することを申し出ます。 

 

                記 

 

１ 検討事項 

  府民への理解を促進するための京都府議会の選挙区・定数のあり方につ

いての検討 

 

２ 理  由 

  検討が終了していないため 
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議会改革検討小委員会 選挙区・定数のあり方に係る中間整理（案） 

 

議会改革検討小委員会では、選挙区・議員定数のあり方について、過去の議論の経過や

他府県における検討状況を確認するとともに、推計人口による選挙区人口の動向把握を行

ってきた。こうした中、確定的な検討には国勢調査結果が必要であるため、令和８年５月

以降とされる令和７年国勢調査速報値の公表までの間において、地方議会及び議員の役割

や選挙区・議員定数をテーマに、参考人からの意見聴取及び質疑を実施した。 

本中間整理は、選挙区・議員定数のあり方について、参考人の意見及び主な質疑を整理

し、次期小委員会に引き継ぐための基礎資料として、取りまとめたものである。 

 

【参考人からの意見聴取の概要】 

 日 時：令和８年４月６日（月）午後１時 30分～午後３時 30分 

 場 所：京都府庁 議会棟３階 第６委員会室 

 参考人：京都大学法学系（大学院公共政策連携研究部） 教授 原田大樹 氏 

 聴取した意見：「地方議会・議員の役割や選挙区・定数のあり方について」 

 

 

１ 参考人の意見  

(1) 地方議会・議員の法的地位 

 

ア 憲法と地方議会 

日本国憲法は、第 93 条において地方公共団体に議事機関として地方議会を必置

とし、その構成員である議員を住民の直接選挙により選出することを定めている。

地方議会は憲法上の「議事機関」として、団体意思の形成を担い、地方自治の本旨、

とりわけ住民自治を実現するうえで極めて重要な地位を有している。 

 

イ 地方自治法と地方議会 

地方自治法は、地方議会に条例制定や予算の議決、行政監視などの広範な権限を

認めている。議員定数は条例主義により各地方公共団体の判断に委ねられる一方、

兼職禁止は一律に定められ、地方議会は利害関係から独立した中立的な合議体とし

て位置付けられている。 

 

ウ 公職選挙法と地方議会議員 

公職選挙法は、地方議会議員の選挙権・被選挙権及び選挙区の設定を定め、都道

府県議会では市町村を基本単位とする選挙区が原則とされている。選挙区及び定数

配分は人口比例を基本としつつ、特別の事情がある場合には、人口を基準に地域間

の均衡を考慮することが認められている。 

 

(2) 立候補者確保の方策 

 

ア 兼職制限と居住要件の緩和可能性 

地方議会議員のなり手不足は深刻化しており、令和５年統一地方選挙では、道府

県議会議員選挙区の 37.1％で無投票当選が生じている。 

 

資料１ 



2 

 

これに対し、他の地方公共団体職員の立候補制限や居住要件の見直しが検討され

てきたが、中立性・公正性、職務専念義務や住民代表性との関係で課題が多く、地

方制度調査会等でもなお結論は得られていない。 

 

イ 議会活動の環境整備 

多様性の確保を前提に、専業議員を増やすか、兼業議員を増やすかについては、

各地方公共団体が自律的に判断すべき事項である。専業議員の増加を図る場合には、

報酬を中心とした待遇の改善が必要となり、兼業議員の増加を図る場合には、休日・

夜間議会の開催やオンラインによる委員会出席など、議会運営上の工夫を進める必

要がある。 

 

(3) 正統性確保の方策 

 

ア 人口比例原則 

公職選挙法は、参政権の平等（一人一票）を前提として、人口比例原則に基づく

定数配分を求めていると考えられる。 

最高裁判例の傾向としては、１票の較差が３倍を超える場合には違法と判断され

る可能性が高いとされている一方、単に較差の数値のみではなく、特別の事情の有

無や是正に向けた検討・努力の状況も考慮されている。 

この特別の事情としては、都道府県と政令指定都市との関係も検討対象となり得

るが、政令指定都市が有する権限や人口規模のみをもって人口比例原則からの逸脱

を正当化することには限界があり、地域代表性の確保という文脈の中で限定的に考

慮され得るものと考えられる。 

 

イ 基礎自治体選挙区原則 

都道府県議会議員選挙においては、市町村を単位とする選挙区設定（基礎自治体

選挙区原則）が採られており、地域代表を議会に送り出す趣旨に基づくものである。 

他方、人口減少の進行により、郡部を中心に一人区の増加や合区が生じ、現職優

位や無投票当選、多様な民意が反映されにくいといった課題が生じている。こうし

た中、一人区を選択して地域代表性を重視するのか、合区を選択して新規参入の可

能性を高めるのか、あるいは議員数の増加を選択し、議会の監視・政策形成機能を

重視するのかといった、政策的な選択が求められている。 

 

ウ 首長と議会の役割分担 

日本の地方自治制度は、首長と議会がそれぞれ住民から直接選ばれる二元代表制

を採用しており、京都府議会基本条例も、この制度を前提として、両者の役割分担

及び緊張・協力関係を想定している。 

首長選挙が地方公共団体全体の民意形成を担うのに対し、地方議会は多様な意見

や地域の利害を代表し、議事機関としての討議を通じて意思決定を行う役割を担っ

ている。このため、地方議会選挙においては、民意の多様性や地域性を反映した多

様な代表の確保が特に重要である。 

 

エ まとめ 

人口減少の進行により、今後は都道府県の役割が従来以上に重要となり、とりわ

け市町村による行政事務の遂行が困難となる過疎地域において、府県の補完的役割

がより重視されると考えられる。 
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一方で、公職選挙法が抜本的に改正されない限り、人口比例原則と基礎自治体選

挙区原則は維持されるため、地域代表性の確保という特別の事情について正当化で

きる事情を示すことが重要である。その際、１票の格差は概ね２倍程度、最大でも

３倍未満に抑えることに加え、選挙区や定数の見直しを恒常的かつ慎重に行い、そ

の過程及び内容について外部から確認可能な透明性を確保することが求められる。 

 

 

２ 主な質疑（〇：委員、●：参考人） 

(1) 人口減少下の議会・議員の役割等について 

〇 人口減少下で定数削減を求める声が出る一方、そのことで議会の多様性や地域代

表性、監視・政策形成といった機能が弱まる懸念もある。このような中で議会や議員

にはどのような役割が求められるか。 

● 議会の監視機能や政策形成機能は、憲法や地方自治法が議事機関としての地方議

会に託している役割であり、議事機関としての地方議会の最も重要な点は、多様な意

見を持っている人たちが公開の場で議論するということにある。多数の職員を抱え、

多様な行政活動を行っている首長部局を監視するには一定の人数が必要であり、また

政策形成の面でも一定数の代表者がいなければ多様な利益・考え方を代表することが

不可能になるので、定数の削減には慎重な考慮が必要と考える。 

〇 人口減少や市町村合併などを理由とした、これまでの京都府議会における定数削

減の経緯についても、立ち返った議論が必要と考えるがどうか。 

● これまでの地方自治体における定数削減の議論は、その時々の人口の変化や財政

状況で判断する傾向が強いという印象は持っている。今後は、議会として最低限必要

な人員はどれくらいかということを考えた上で議論する必要が出てきているのでは

ないか。 

 

(2) １票の較差・逆転区の法的な許容範囲等について 

〇 地域代表性・多元的代表制を守るという観点から、１票の較差・逆転区はどの程

度まで法的に認められるか。 

● 最高裁判所はこれまで較差３倍という線を引いており、逆転選挙区の多寡は判断

の中であまり意味を持っていないようである。３倍を超えない範囲であれば、特別の

事情を合理的に説明でき、これまで是正のための努力をしていれば違法とされる可能

性は低いのではないかと考える。 

〇 是正のための努力とはどのようなことをしていけばよいか。 

● この小委員会のような会議体が議会に設置され、選挙区・定数について議論を行

い、その内容が明確に外部に示されているということは、最高裁判所も重視すると考

える。 

〇 今後、選挙区・定数についての検討をどのように進めていくことが効果的と考え

るか。 

● 議会自身が会議体を作って検討するということが重要と考える。他方、具体的に

選挙区・定数を動かすとなると、議員は利害関係者になるので、第三者の専門家に一

旦検討させて、その案を基にもう一度議会で議論するというやり方が、透明性・中立

性の観点から望ましいと考える。 
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(3) 人口比例以外に考慮すべき事項について 

〇 人口だけでは過疎地域の声を府政に届けるのは難しいと思っているが、地理的条

件・産業構造などはどの程度考慮できるのか。 

● 地域代表性が公職選挙法上重要であり、地理的条件・産業構造も地域代表性の中

で考慮することは十分あり得る。 

〇 政令指定都市が持つ権限の大きさを選挙制度・定数配分に反映することは考えら

れるか。 

● 政令指定都市と都道府県の関係は選挙制度ではなく大都市制度の問題と考える。

京都市の住民かそれ以外の住民かは、京都府との関係において区別がないので、投票

に関して差をつけるのは難しい。 

〇 公共事業や防災などを考えると郡部選出の議員の作業量は増大すると考える。そ

の点から全体的に効果的な議員定数のあり方を検討することはできないか。 

● 一人一票という憲法上の原則を考えると議員１人当たりの任務や仕事量をベース

に選挙区・定数を決めるのは難しい。 

〇 人口が減ったからといってすぐに選挙区・定数を減らすと、その後人口が増えて

も戻すことは難しい。将来的な人口の動きを考慮することは認められるか。 

● 人口が減少していても将来的に増えることが分かっている場合は、それを特別の

事情として削減・合区をしないという選択をしても最高裁判所に違法とされる可能性

は低いと考える。 

 

(4) 一人区について 

〇 一人区については現職が優位になり挑戦がしづらいなど、無投票当選の増加につ

ながるという話がある。一人区は多様な民意の反映を阻害するのではないかと思うが

どうか。 

● 一人区は基本的に避けた方がよいと考えている。現職優位や挑戦する人が少なく

なるという理由だけではなく、地域を代表する議員が１人しかいないということは、

多様な声を代表できなくなるのではないかという問題がある。 

 

(5) 合区について 

〇 合区を行うと有権者と候補者との関係が希薄になること、選挙区の設定で区割り

が恣意的になることが懸念されるが、合区の問題点についてはどのように考えられ

るか。 

● 合区については、地域の代表だという感覚がなくなるのが最大の問題である。公

職選挙法では基礎自治体のまとまりで一定の代表者を出すことが想定されている

が、合区になると必ずしも共同体ではない区域から議員を出すことも想定される。 

 

(6) 議員定数の増加について 

〇 議員定数を増加させるという選択肢も大事だと思うが、それについてはどのよう

に考えるか。 

● 議会が持つ首長部局に対する監視機能という点では、現在の議員の数でも足りて

いないと考える。政治的には難しいが、理論的には十分考えてよい選択肢ではないか。 
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〇 一人当たりの議員報酬を減らして、総額を維持したまま議員定数を増やすという

方法は考えられないか。 

● 政治的に定数を増やす・削減しないという選択が難しいのはお金の問題があると

思うので、総額は変えないで人を増やすという選択は十分考えられる。他方で、議員

の待遇として、専業で生活できるような水準は確保する必要がある。 

 

（参考意見） 

〇 人口の偏在が進む中で、人口比例原則などは今後どうなっていくと考えるか。 

● 先の議論を見通すのは難しいが、現在の公職選挙法の枠組みは大分限界を迎えて

いると思う。人口比例原則を重視するなら選挙区を設定しないことにしなければ解

決せず、基礎自治体単位の選挙区を重視するなら１票の較差をもう少し広く見ない

と成り立たないが、地方制度調査会ではそこまでの議論にはなっていない。 

 

〇 投票率低下は議会・議員の民主的正統性にどのような影響を与えるのか。 

● 投票率と民主的正統性は学問的には関係がないが、政治学的には地方公共団体の

住民が自分たちも府政に参画しているという意識を持てる状態にするのが重要で

はないかと考える。 

〇 広域行政の今後の役割を考える中で専門人材の確保ということの延長線上に地方

議会議員の役割を位置付けるような議論はあるのか。 

● 専門人材の確保については地方制度調査会でも取り上げられているが、その延長

線上に地方議員を位置付けるという議論はまだされていない。議員の住民代表とし

ての面がフォーカスされており、政策形成や監視のスペシャリストということがあ

まり強調されていないためかと考えられる。 

〇 議員が選挙区以外の住民の意見も吸い上げていくことについて、制度的にどのよ

うに担保できると考えるか。 

● 議会の中で公聴会や会議体を作って住民とコンタクトを取る、住民のところに直

接出向いて集会やタウンミーティングのようなものを開くということはあり得る

と考える。 

〇 京都府は南北に広く、地域によって議員に移動距離や時間に大きな差があるが、

議員の負担や活動時間の制約などの問題があると考えるがどうか。 

● 移動の制約は重要な問題であり、この点を改善するためにもオンラインによる委

員会出席などを考える必要があるのではないか。 

〇 地方制度調査会の中で、議員の候補者を増やすためにはどのようなアイデアが出

ているのか。 

● これまでの議論では、他の地方公共団体職員との兼職制限の緩和と居住要件を緩

和の２つが代表的な提案だが、実現は容易ではない。 

 

 

 

 

 

 



6 

 

３ 参考資料  

◆別添１ 近年の京都府議会議員の選挙区・定数の検討状況について 

     ・検討経過（平成 23年～令和５年） 

・選挙区・定数等に係る検討結果（平成 22年～令和４年） 

 

◆別添２ 選挙区・定数検討資料集① 

１ 京都府の状況  

①京都府の推計人口の推移と選挙区定数  

②選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和２年国勢調査）  

③選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和７年 10月推計人口）  

④選挙区別人口と議員数（令和２年国勢調査）※逆転選挙区資料  

⑤選挙区別人口と議員数（令和７年 10月推計人口）※逆転選挙区資料  

⑥選挙区及び定数の経過（平成 11年一般選挙以降）  

⑦「１票の較差」・「『逆転選挙区』の数」の推移  

⑧市町村別配当基数（国勢調査・推計人口）  

⑨市町村・選挙区ごとの人口の推移（国勢調査・推計人口）  

⑩選挙区別将来推計人口  

⑪選挙区別流出流入人口（夜間人口、昼間人口）  

⑫京都府議会議員の選挙区配置と定数（府内地図）  

２ 全国の状況  

⑬議員定数に関する全国状況等  

⑭各都道府県における選挙区・定数の点検・見直しの状況（R5以降）  

⑮都道府県別 総人口の推移 

⑯一票の較差に関する全国状況  

⑰逆転選挙区に関する全国状況  

３ その他  

⑱都道府県議会議員選挙における一票の較差に関する最高裁判決の状況  

⑲都道府県議会議員選挙区に関する法令  

⑳議員の定数並びに選挙区及び各選挙区の議員の定数に関する条例  

㉑用語集 

 



別添１ 

 
近年の京都府議会議員の選挙区・定数の検討状況について 

 
 
１ 令和５年４月一般選挙に向けた検討（改正なしで一致） 

(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 
(2) 開催回数 ８回（令和４年８月 19日から 10月４日まで） 
(3) 検討結果 
○ 議員定数及び選挙区は、現状維持 
〇 一票の較差の縮小や逆転選挙区の解消については、今後も検討が必要な課題と
して認識し、人口動態について注視していくことで一致 

 

２ 平成３１年４月一般選挙に向けた検討（改正なしで一致） 
(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 

(2) 開催回数 ７回（平成 30年７月 13日から 10月３日まで） 
(3) 検討結果 
○ 議員定数は、多様な府民の意思を的確に府政に反映させるため、府民の理解が

得られる必要定数とするべきであるとの考え方で一致 
○ 今回については、議員定数及び選挙区は、現状維持で一致。今後とも「一票の
較差」の状況について点検等を行い、必要があれば、是正がなされるよう努める
べきとの考え方で一致。 

 

３ 平成２７年４月一般選挙に向けた検討 
(1) 協議の場 議会運営委員会議会改革検討小委員会 
(2) 開催回数 11回（平成 26年３月３日から９月 18日まで） 

(3) 検討結果 
○ 公職選挙法の改正により選挙区の名称及び区域の表記について変更する必要
が生じたため、選挙区の名称は従来どおりとし、選挙区の区域の表示方法につい
ては、これまでの市名と郡名のみから、市名と郡名に町村名を追記 

○ 総定数・選挙区ごとの定数については、一つの結論にとりまとめることは困難
であったため、小委員会においては表明された意見を整理し、議会運営委員会に
報告 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（その後の経過） 
平成 26年９月定例会において、以下の２件の議案が提案された。 
＜案－１＞ 提出会派：自民 
・「宇治市及び久世郡」を「１人」増員、「左京区」を「１人」減員 

＜案－２＞ 提出会派：民主 
・議員の定数、選挙区の定数は変更せず、選挙区の区域の表記のみ変更 
 
 
 
賛成多数で「案－１」が可決・成立 

 



 
 
４ 平成２３年４月一般選挙に向けた検討 

(1) 協議の場 議会運営委員会選挙区・定数等小委員会 
(2) 開催回数 ５回（平成 22年７月 21日から 10月７日まで） 
(3) 検討結果 
○ 「相楽郡」を「木津川市及び相楽郡」とする。 
○ 議員定数と選挙区の定数について 
◆「木津川市及び相楽郡」は「２人」とする。 

 ◆議員定数、選挙区の定数については、これまでの検討の経過を踏まえながら、
次の案の表明がなされた。 

 ＜案－１＞ 
  ・議員の定数は「62人」を「３人」減員、「１人」増員の「60人」とする 
  ・「左京区」、「舞鶴市」、「南丹市及び船井郡」を「１人」減員 

     ・「西京区」を「１人」増員 
＜案－２＞ 
 ・議員の定数は「62人」を「１人」減員、「１人」増員 
 ・「南丹市及び船井郡」を「１人」減員 
 ・「西京区」を「１人」増員 
 

     （その後の経過） 

平成 22年９月定例会において、上記の２案が議案として提案された。 
＜案－１＞ 提出会派：自民、公明、民主、創生 
＜案－２＞ 提出会派：共産 

 
 
 
賛成多数で「案－１」が可決・成立 



選挙区・定数等に係る検討結果

令 和 ４ 年 1 0 月 5 日

議 会 運 営 委 員 会

選挙区・定数等小委員会

（選挙区・定数等に係る検討の経緯）

・ 京都府議会では、令和５年一般選挙に向けた議員の選挙区・定数等の取扱いに

ついて協議するため、令和４年７月２６日、議会運営委員会に「選挙区・定数等

小委員会」を設置し、公開の場で議論を重ねた。

・ 小委員会において取りまとめた結果は、以下に記載のとおりである。

１ 「選挙区・定数等の現状」の点検と課題

（１）点検の実施方法

・ 選挙区・定数等の現状について令和２年国勢調査人口を基準とし、点検を

実施した。

（２）点検に当たっての主な視点

・ 議員の総定数について（現行60人）

・ 選挙区の区割りについて（現行25選挙区）

・ 選挙区ごとの議員の定数について

・ 「一票の較差」について（現状、最大1.90倍）

・ 「逆転選挙区」について（現状、３通り）

1
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２ 検討の結果

各会派間で検討した結果について、次のとおり取りまとめる。

（１）基本的な考え方

① 府議会の役割

府議会は、この間の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に対し、随時、

臨時会を開催し、府内各地域における府民の意見の把握に努め、関係補正予算

等について審議するなど、二元代表制の一翼として、その役割を果たしてきた。

選挙区・議員定数は、府議会がこのような役割を十分に担えるように定める

必要がある。

② 人口比例と地域間の均衡

選挙区・議員定数は、人口比例を原則としながら、府民の幅広い意見をくみ

上げることができるよう、地域間の均衡を考慮する必要がある。

③ 府民の理解

選挙区・議員定数は、府民から十分に理解が得られる内容とする必要がある。

（２）検討内容

① 議員の総定数について

○ 現在の府議会の総定数（60人）は、旧地方自治法で定められていた上限数

（68人）と比べて少ない水準に抑えられており、コロナ禍や物価高等が府民

の生活を圧迫し、行政需要も高まる中では、幅広い府民のニーズを府政に十

分に反映するための総定数として、増員も含めた検討が考えられる。

○ しかしながら、府の国勢調査人口が減少し、また、他の都道府県において

総定数を維持又は削減していることからすれば、総定数については現行の定

数を維持すべきである。

② 「一票の較差」について

○ 一票の較差は縮小することが望ましいが、一方で府内における地域間の均

衡も考慮する必要がある。

○ 令和２年国勢調査人口による較差は、京都府においては最大で1.90倍に留

まっており、他の都道府県の状況や、最高裁判所の判例を考慮すると、直ち

に是正が必要な顕著な較差があるとはいえない。

2
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③ 「逆転選挙区」について

○ 逆転選挙区については、人口比例の原則から解消していくことが望ましい。

○ 一方で、総定数を維持したまま逆転選挙区を解消する場合、一部の選挙区

において定数の削減が必要となるが、そうした選挙区においては、人口動態

や行政需要などについて考慮すべき事情があり、直ちに定数を見直せる状況

にはない。

（３）まとめ

○ 以上の検討内容から、令和５年度の一般選挙の取扱いについては、議員の総

定数、選挙区の区割り及び選挙区ごとの議員の定数のいずれも現状維持とすべ

きである。

○ 一票の較差の縮小や逆転選挙区の解消については、今後も検討が必要な課題

として認識し、人口動態について注視していく。
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選挙区・定数等に係る検討結果

平成３０年１０月４日

選挙区・定数等小委員会

（選挙区・定数等に係る検討の経緯）

・ 京都府議会では、平成３１年一般選挙に向けた議員の選挙区・定数等の取扱い

について協議するため、平成３０年７月１２日、議会運営委員会に「選挙区・定

数等小委員会」を設置し、公開の場で議論を重ねた。

・ 小委員会において取りまとめた結論は、以下に記載のとおりである。

１ 「選挙区・定数等の現状」の点検等と課題

（１）点検等の実施方法

・ 選挙区・定数等の現状について点検等を実施し、課題を抽出する。

・ 点検等の実施に当たっては、平成27年国勢調査人口を基本とし、直近の推計人

口なども参考とする。

（２）点検等に当たっての主な視点

・ 「一票の較差」の状況（現状、最大1.76倍）

・ 「逆転選挙区」の状況（現状、２通り）

・ 市町村議会での決議（木津川市及び相楽郡の区域に係る定数関係）

・ 全国の趨勢（公職選挙法の改正の経過、他の都道府県の状況等）

・ 前期までの経過

・ 府民視点



２ 検討の結果

各派間で検討した結果について、次のとおり、取りまとめるものとする。

（１）「一票の較差」について

○ これまで、府議会としては「一票の較差」の是正に取り組んできたと

ころであるが、平成27年国勢調査人口による較差は、最大で1.76倍にと

どまっている。

○ 今回については、（２）のイのとおり、選挙区について現状維持とする

ので、今後とも、「一票の較差」の状況について点検等を行い、必要があ

れば、是正がなされるよう努めるべきである。

（２）議員定数及び選挙区について

ア 議員定数についての基本的方向性

○ 議員定数は、多様な府民の意思を的確に府政に反映させるため、府民

の理解が得られる必要定数とするべきである。

イ 平成３１年一般選挙の取扱いについて

○ 議員定数及び選挙区は、今回については、現状維持とする。
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目 次 

１ 京都府の状況 

資料１ 京都府の推計人口の推移と選挙区定数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

資料２ 選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和２年国勢調査）・・・・・・・・・・・・ ２ 

資料３ 選挙区別議員１人当たり人口と較差（令和７年 10月推計人口）・・・・・・・・・・ ３ 

資料４ 選挙区別人口と議員数（令和２年国勢調査）※逆転選挙区資料・・・・・・・・・・ ４ 

資料５ 選挙区別人口と議員数（令和７年 10月推計人口）※逆転選挙区資料・・・・・・・ ５ 

資料６ 選挙区及び定数の経過（平成 11年一般選挙以降）・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

資料７ 「１票の較差」・「『逆転選挙区』の数」の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

資料８ 市町村別配当基数（国勢調査・推計人口）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

資料９ 市町村・選挙区ごとの人口の推移（国勢調査・推計人口）・・・・・・・・・・・・ ９ 

資料 10 選挙区別将来推計人口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

資料 11 選挙区別流出流入人口（夜間人口、昼間人口）・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

資料 12 京都府議会議員の選挙区配置と定数（府内地図）・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

２ 全国の状況 

資料 13 議員定数に関する全国状況等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

資料 14 各都道府県における選挙区・定数の点検・見直しの状況（令和５年統一地方選以降）・ 14 

資料 15 都道府県別 総人口の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

資料 16 一票の較差に関する全国状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

資料 17 逆転選挙区に関する全国状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

３ そ の 他 

資料 18 都道府県議会議員選挙における一票の較差に関する最高裁判所判決の状況・・・・・ 18 

資料 19 都道府県議会議員選挙区に関する法令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

資料 20 京都府議会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区の議員の定数に関する条例・・・ 20 

資料 21 用 語 集・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 



区分

市 区 町 村 名

117,165 116,306 115,469 114,543 113,994 3 37,998 1.23 1.28 △ 3,171

83,832 83,561 83,656 83,407 83,369 2 41,685 1.32 1.40 △ 463

166,039 165,031 164,550 163,518 162,416 3 54,139 1.74 1.82 △ 3,623

110,488 109,904 110,221 110,783 111,211 3 37,070 1.16 1.25 723

36,602 35,565 35,512 35,324 34,997 1 34,997 1.15 1.18 △ 1,605

135,101 132,972 131,739 130,835 130,217 3 43,406 1.41 1.46 △ 4,884

82,784 82,627 83,231 83,724 83,998 2 41,999 1.30 1.41 1,214

101,970 101,628 102,021 102,313 102,654 3 34,218 1.07 1.15 684

202,047 200,317 199,591 198,639 198,264 5 39,653 1.27 1.33 △ 3,783

149,837 146,736 145,079 143,803 142,646 3 47,549 1.57 1.60 △ 7,191

277,858 274,317 272,417 270,488 269,305 6 44,884 1.45 1.51 △ 8,553

77,306 76,402 75,639 74,749 74,112 2 37,056 1.21 1.25 △ 3,194

80,336 77,944 76,512 75,083 73,693 2 36,847 1.26 1.24 △ 6,643

31,846 31,004 30,568 30,111 29,752 1 29,752 1.00 1.00 △ 2,094

宇治市及び 194,880 191,902 190,607 188,965 187,520 5 37,504 1.22 1.26 △ 7,360

久世郡 宇 治 市 179,630 176,915 175,719 174,287 172,931 △ 6,699

久 御 山 町 15,250 14,987 14,888 14,678 14,589 △ 661

宮津市及び 38,778 37,197 36,337 35,512 34,653 1 34,653 1.22 1.16 △ 4,125

与謝郡 宮 津 市 16,758 16,096 15,663 15,309 14,955 △ 1,803

伊 根 町 1,928 1,844 1,799 1,747 1,709 △ 219

与 謝 野 町 20,092 19,257 18,875 18,456 17,989 △ 2,103

86,174 85,352 85,075 84,596 83,957 2 41,979 1.35 1.41 △ 2,217

74,607 73,494 72,814 72,218 71,514 2 35,757 1.17 1.20 △ 3,093

56,859 56,377 56,049 55,828 55,403 1 55,403 1.79 1.86 △ 1,456

長岡京市及び 96,561 97,538 98,025 98,118 97,859 2 48,930 1.52 1.64 1,298

乙訓郡 長 岡 京 市 80,608 81,296 81,806 81,856 81,638 1,030

大 山 崎 町 15,953 16,242 16,219 16,262 16,221 268

70,433 69,624 69,222 68,753 68,163 2 34,082 1.11 1.15 △ 2,270

京田辺市及び 90,070 90,186 90,692 90,753 90,341 2 45,171 1.41 1.52 271

綴喜郡 京 田 辺 市 73,753 74,412 75,024 75,235 75,010 1,257

井 手 町 7,406 7,129 7,094 7,082 6,984 △ 422

宇治田原町 8,911 8,645 8,574 8,436 8,347 △ 564

50,860 49,257 48,254 47,336 46,335 1 46,335 1.60 1.56 △ 4,525

南丹市及び 44,536 43,333 42,645 41,763 41,061 1 41,061 1.40 1.38 △ 3,475

船井郡 南 丹 市 31,629 31,058 30,638 30,098 29,667 △ 1,962

京 丹 波 町 12,907 12,275 12,007 11,665 11,394 △ 1,513

木津川市及び 121,118 121,830 121,070 120,100 119,181 2 59,591 1.90 2.00 △ 1,937

相楽郡 木 津 川 市 77,907 79,242 79,015 78,548 78,259 352

笠 置 町 1,144 1,050 1,008 963 920 △ 224

和 束 町 3,478 3,312 3,227 3,102 3,003 △ 475

精 華 町 36,198 35,921 35,578 35,307 34,879 △ 1,319

南 山 城 村 2,391 2,305 2,242 2,180 2,120 △ 271

1,463,723 1,448,964 1,443,486 1,437,377 1,433,071 34 42,149 1.35 1.42 △ 30,652

1,114,364 1,101,440 1,093,509 1,083,885 1,073,544 26 41,290 1.35 1.39 △ 40,820

2,578,087 2,550,404 2,536,995 2,521,262 2,506,615 60 41,777 1.35 1.40 △ 71,472

※推計人口とは：直近の国勢調査の人口及び世帯数を基礎として、各市町村から提供された１か月間の住民票の移動数を加減することにより推計したもの

京都府の推計人口の推移と選挙区定数

京 都 市 以 外 の 計

京   都   府   計

令６推計人口
（10月）

伏 見 区

上 京 区

左 京 区

亀      岡      市

京   都   市   計

令７推計人口と
令２国勢調査
人口との差
(Ａ－Ｂ)

北 区

1人当たり人口の較差
（最少選挙区から〇倍）

R2

定数  1 人当たり人口
令7推計人口
（10月）

Ａ

令５推計人口
（10月）

南 区

右 京 区

西 京 区

舞 鶴 市

綾 部 市

中 京 区

東 山 区

山 科 区

福 知 山 市

令２国調人口
（確定）

Ｂ

令４推計人口
（10月）

下 京 区

京　 丹 　後 　市

城      陽      市

向      日      市

八      幡      市

R7
(太字箇所はR2か

ら較差拡大)

最少 最少

最大 最大

資料１
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〔令和２年国勢調査確定値〕

選挙区名 議員数
令和2年国勢
調査確定値

議員１人
当たり人口

指数

1 木津川市及び相楽郡 2 121,118 60,559 1.90

2 向日市 1 56,859 56,859 1.79

3 京都市左京区 3 166,039 55,346 1.74

4 京丹後市 1 50,860 50,860 1.60

5 京都市西京区 3 149,837 49,946 1.57

6 長岡京市及び乙訓郡 2 96,561 48,281 1.52

7 京都市伏見区 6 277,858 46,310 1.45

8 京田辺市及び綴喜郡 2 90,070 45,035 1.41

9 京都市山科区 3 135,101 45,034 1.41

10 南丹市及び船井郡 1 44,536 44,536 1.40

11 亀岡市 2 86,174 43,087 1.35

12 京都市上京区 2 83,832 41,916 1.32

13 京都市下京区 2 82,784 41,392 1.30

14 京都市右京区 5 202,047 40,409 1.27

15 舞鶴市 2 80,336 40,168 1.26

16 京都市北区 3 117,165 39,055 1.23

17 宇治市及び久世郡 5 194,880 38,976 1.22

18 宮津市及び与謝郡 1 38,778 38,778 1.22

19 福知山市 2 77,306 38,653 1.21

20 城陽市 2 74,607 37,304 1.17

21 京都市中京区 3 110,488 36,829 1.16

22 京都市東山区 1 36,602 36,602 1.15

23 八幡市 2 70,433 35,217 1.11

24 京都市南区 3 101,970 33,990 1.07

25 綾部市 1 31,846 31,846 1.00

合　　計 60 2,578,087 42,968

選挙区別議員１人当たり人口と較差資料２
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〔令和７年10月推計人口〕

選挙区名 議員数
令和7年10月
推計人口

議員１人
当たり人口

指数
R2国勢調査から
の指数の増減

1 木津川市及び相楽郡 2 119,181 59,591 2.00 0.10

2 向日市 1 55,403 55,403 1.86 0.08

3 京都市左京区 3 162,416 54,139 1.82 0.08

4 長岡京市及び乙訓郡 2 97,859 48,930 1.64 0.13

5 京都市西京区 3 142,646 47,549 1.60 0.03

6 京丹後市 1 46,335 46,335 1.56 -0.04 

7 京田辺市及び綴喜郡 2 90,341 45,171 1.52 0.10

8 京都市伏見区 6 269,305 44,884 1.51 0.05

9 京都市山科区 3 130,217 43,406 1.46 0.04

10 京都市下京区 2 83,998 41,999 1.41 0.11

11 亀岡市 2 83,957 41,979 1.41 0.06

12 京都市上京区 2 83,369 41,685 1.40 0.08

13 南丹市及び船井郡 1 41,061 41,061 1.38 -0.02 

14 京都市右京区 5 198,264 39,653 1.33 0.06

15 京都市北区 3 113,994 37,998 1.28 0.05

16 宇治市及び久世郡 5 187,520 37,504 1.26 0.04

17 京都市中京区 3 111,211 37,070 1.25 0.09

18 福知山市 2 74,112 37,056 1.25 0.03

19 舞鶴市 2 73,693 36,847 1.24 -0.02 

20 城陽市 2 71,514 35,757 1.20 0.03

21 京都市東山区 1 34,997 34,997 1.18 0.03

22 宮津市及び与謝郡 1 34,653 34,653 1.16 -0.05 

23 京都市南区 3 102,654 34,218 1.15 0.08

24 八幡市 2 68,163 34,082 1.15 0.04

25 綾部市 1 29,752 29,752 1.00 0.00

合　　計 60 2,506,615 41,777

選挙区別議員１人当たり人口と較差 資料３
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７と８、７と９、７と１０のそれぞれが逆転選挙区であり、R2とR7とで状況に変化はない。

〔令和２年国勢調査確定値〕

選挙区名 議員数
令和2年国勢
調査確定値

議員１人
当たり人口

指数

1 京都市伏見区 6 277,858 46,310 1.45

2 京都市右京区 5 202,047 40,409 1.27

3 宇治市及び久世郡 5 194,880 38,976 1.22

4 京都市左京区 3 166,039 55,346 1.74

5 京都市西京区 3 149,837 49,946 1.57

6 京都市山科区 3 135,101 45,034 1.41

7 木津川市及び相楽郡 2 121,118 60,559 1.90 逆転

8 京都市北区 3 117,165 39,055 1.23

9 京都市中京区 3 110,488 36,829 1.16

10 京都市南区 3 101,970 33,990 1.07

11 長岡京市及び乙訓郡 2 96,561 48,281 1.52

12 京田辺市及び綴喜郡 2 90,070 45,035 1.41

13 亀岡市 2 86,174 43,087 1.35

14 京都市上京区 2 83,832 41,916 1.32

15 京都市下京区 2 82,784 41,392 1.30

16 舞鶴市 2 80,336 40,168 1.26

17 福知山市 2 77,306 38,653 1.21

18 城陽市 2 74,607 37,304 1.17

19 八幡市 2 70,433 35,217 1.11

20 向日市 1 56,859 56,859 1.79

21 京丹後市 1 50,860 50,860 1.60

22 南丹市及び船井郡 1 44,536 44,536 1.40

23 宮津市及び与謝郡 1 38,778 38,778 1.22

24 京都市東山区 1 36,602 36,602 1.15

25 綾部市 1 31,846 31,846 1.00

合　　計 60 2,578,087 42,968

　選挙区別人口と議員数【逆転選挙区】

【逆転選挙区とは】
　２つの選挙区を比較した際に、それぞれの「選挙区人口の多寡」と「選挙区議員定数の多寡」
が逆転している組み合わせをいう。
（例）A選挙区（選挙区人口：10万人、選挙議員区定数：２名）と
　　　B選挙区（選挙区人口：９万人、選挙議員区定数：３名）は逆転選挙区
　　　※選挙区人口：A選挙区＞B選挙区、選挙区議員定数：A選挙区＜B選挙区

資料４
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〔令和７年10月推計人口〕

選挙区名 議員数
令和7年10月
推計人口

議員１人
当たり人口

指数

1 京都市伏見区 6 269,305 44,884 1.51

2 京都市右京区 5 198,264 39,653 1.33

3 宇治市及び久世郡 5 187,520 37,504 1.26

4 京都市左京区 3 162,416 54,139 1.82

5 京都市西京区 3 142,646 47,549 1.60

6 京都市山科区 3 130,217 43,406 1.46

7 木津川市及び相楽郡 2 119,181 59,591 2.00 逆転

8 京都市北区 3 113,994 37,998 1.28

9 京都市中京区 3 111,211 37,070 1.25

10 京都市南区 3 102,654 34,218 1.15

11 長岡京市及び乙訓郡 2 97,859 48,930 1.64

12 京田辺市及び綴喜郡 2 90,341 45,171 1.52

13 京都市下京区 2 83,998 41,999 1.41

14 亀岡市 2 83,957 41,979 1.41

15 京都市上京区 2 83,369 41,685 1.40

16 福知山市 2 74,112 37,056 1.25

17 舞鶴市 2 73,693 36,847 1.24

18 城陽市 2 71,514 35,757 1.20

19 八幡市 2 68,163 34,082 1.15

20 向日市 1 55,403 55,403 1.86

21 京丹後市 1 46,335 46,335 1.56

22 南丹市及び船井郡 1 41,061 41,061 1.38

23 京都市東山区 1 34,997 34,997 1.18

24 宮津市及び与謝郡 1 34,653 34,653 1.16

25 綾部市 1 29,752 29,752 1.00

合　　計 60 2,506,615 41,777

選挙区別人口と議員数【逆転選挙区】 資料５
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定 定 定 定 定
選挙区 数 選挙区 数 選挙区 数 選挙区 数 選挙区 数

北区 4 北区 3 北区 3 北区 3 北区 3
上京区 3 上京区 2 上京区 2 上京区 2 上京区 2
左京区 5 左京区 5 左京区 5 左京区 4 左京区 3
中京区 3 中京区 3 中京区 3 中京区 3 中京区 3
東山区 1 東山区 1 東山区 1 東山区 1 東山区 1
山科区 3 山科区 3 山科区 3 山科区 3 山科区 3
下京区 2 下京区 2 下京区 2 下京区 2 下京区 2
南区 3 南区 3 南区 3 南区 3 南区 3
右京区 5 右京区 5 右京区 5 右京区 5 右京区 5
西京区 2 西京区 2 西京区 2 西京区 3 西京区 3
伏見区 6 伏見区 6 伏見区 6 伏見区 6 伏見区 6
福知山市、 福知山市、
天田郡及び 2 天田郡及び 2 福知山市 2 福知山市 2 福知山市 2
加佐郡 加佐郡
舞鶴市 3 舞鶴市 3 舞鶴市 3 舞鶴市 2 舞鶴市 2
綾部市 1 綾部市 1 綾部市 1 綾部市 1 綾部市 1
宇治市及び 宇治市及び 宇治市及び 宇治市及び 宇治市及び
久世郡 久世郡 久世郡 久世郡 久世郡
城陽市 2 城陽市 2 城陽市 2 城陽市 2 城陽市 2
宮津市及び 宮津市及び 宮津市及び 宮津市及び 宮津市及び
与謝郡 与謝郡 与謝郡 与謝郡 与謝郡
亀岡市 2 亀岡市 2 亀岡市 2 亀岡市 2 亀岡市 2
向日市 1 向日市 1 向日市 1 向日市 1 向日市 1
長岡京市及び 長岡京市及び 長岡京市及び 長岡京市及び 長岡京市及び
乙訓郡 乙訓郡 乙訓郡 乙訓郡 乙訓郡
八幡市 2 八幡市 2 八幡市 2 八幡市 2 八幡市 2
京田辺市及び 京田辺市及び 京田辺市及び 京田辺市及び 京田辺市及び
綴喜郡 綴喜郡 綴喜郡 綴喜郡 綴喜郡
中郡及び 中郡及び
熊野郡 熊野郡 京丹後市 1 京丹後市 1 京丹後市 1
竹野郡 1 竹野郡 1
北桑田郡及び 北桑田郡及び 南丹市及び 南丹市及び 南丹市及び
船井郡 船井郡 船井郡 船井郡 船井郡
相楽郡 相楽郡 木津川市及び 木津川市及び 木津川市及び

相楽郡 相楽郡 相楽郡
計 65 計 62 計 62 計 60 計 60

 平成９年京都府条  平成14年京都府条  平成18年京都府条  平成22年京都府条  平成26年京都府条
 例第２号（一部改  例第35号（一部改  例第36号（一部改  例第32号（一部改  例第48号（一部改
 正）  正）  正）  正）  正）

   平成８年９月    平成14年６月    平成18年９月    平成22年９月    平成26年９月
   議会提出（知    議会提出（平    議会提出（平    議会提出（平    議会提出（平
   事提出、京田    17年国調を基    17年国調を基    17年国調を基    22年国調を基
   辺市の市制施    礎として改正）    礎として改正）    礎として改正）    礎として改正）
 　行に伴う改正）     

  ※　平31、令５年
  　選挙時改正なし

2

【１増３減】 【１増１減】

5

1

2

2

1

2

4

1

2

2

1

【３減】

1

2

2

4

2

2

【１増１減】

2

2

4

1

2

1

1

2

2

4

2

2

1

1

選 挙 区 及 び 定 数 の 経 過

平11年 平27、31、令５年
一般選挙

平19年
一般選挙

平15年
一般選挙一般選挙

平23年
一般選挙

資料６
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「１票の較差」の推移

「逆転選挙区」の数の推移

3.12倍
3.02倍 3.02倍 3.10 倍

2.89倍

2.0…

2.78倍

2.53倍 2.53倍

2.79倍
2.68倍

2.89倍

1.92倍
1.79倍 1.76倍

1.90倍

1

1.5

2

2.5

3

3.5

S62 H3 H7 H11 H15 H19 H23 H27 H31 R5 R8

選挙前（改正前）

選挙後（改正後）

（条例改正）

資料７

※R7.10推計人口

21通り

19通り

14通り

3通り 3通り

13通り

14通り

3通り 2通り
0

5

10

15

20

25

H15 H19 H23 H27 H31 R５ R８

選挙前（改正前）

選挙後（改正後）

2通り
※R7．10推計人口

（条例改正）

3通

り
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区分

市 区 町 村 名

1 117,165 2.727 113,994 2.729 0.002

2 83,832 1.951 83,369 1.996 0.045

3 166,039 3.864 162,416 3.888 0.023

4 110,488 2.571 111,211 2.662 0.091

5 36,602 0.852 34,997 0.838 ▲ 0.014

6 135,101 3.144 130,217 3.117 ▲ 0.027

7 82,784 1.927 83,998 2.011 0.084

8 101,970 2.373 102,654 2.457 0.084

9 202,047 4.702 198,264 4.746 0.044

10 149,837 3.487 142,646 3.414 ▲ 0.073

11 277,858 6.467 269,305 6.446 ▲ 0.020

12 77,306 1.799 74,112 1.774 ▲ 0.025

13 80,336 1.870 73,693 1.764 ▲ 0.106

14 31,846 0.741 29,752 0.712 ▲ 0.029

15 194,880 4.535 187,520 4.489 ▲ 0.047

宇 治 市 179,630 4.181 172,931 4.139 ▲ 0.041

久 御 山 町 15,250 0.355 14,589 0.349 ▲ 0.006

16 38,778 0.902 34,653 0.829 ▲ 0.073

宮 津 市 16,758 0.390 14,955 0.358 ▲ 0.032

伊 根 町 1,928 0.045 1,709 0.041 ▲ 0.004

与 謝 野 町 20,092 0.468 17,989 0.431 ▲ 0.037

17 86,174 2.006 83,957 2.010 0.004

18 74,607 1.736 71,514 1.712 ▲ 0.025

19 56,859 1.323 55,403 1.326 0.003

20 96,561 2.247 97,859 2.342 0.095

長 岡 京 市 80,608 1.876 81,638 1.954 0.078

大 山 崎 町 15,953 0.371 16,221 0.388 0.017

21 70,433 1.639 68,163 1.632 ▲ 0.008

22 90,070 2.096 90,341 2.162 0.066

京 田 辺 市 73,753 1.716 75,010 1.795 0.079

井 手 町 7,406 0.172 6,984 0.167 ▲ 0.005

宇 治 田 原 町 8,911 0.207 8,347 0.200 ▲ 0.008

23 50,860 1.184 46,335 1.109 ▲ 0.075

24 44,536 1.036 41,061 0.983 ▲ 0.054

南 丹 市 31,629 0.736 29,667 0.710 ▲ 0.026

京 丹 波 町 12,907 0.300 11,394 0.273 ▲ 0.028

25 121,118 2.819 119,181 2.853 0.034

木 津 川 市 77,907 1.813 78,259 1.873 0.060

笠 置 町 1,144 0.027 920 0.022 ▲ 0.005

和 束 町 3,478 0.081 3,003 0.072 ▲ 0.009

精 華 町 36,198 0.842 34,879 0.835 ▲ 0.008

南 山 城 村 2,391 0.056 2,120 0.051 ▲ 0.005

1,463,723 1,433,071

1,114,364 1,073,544

2,578,087 2,506,615

京 都 市 以 外 の 計

京 都 府 計

木 津 川 市 及 び 相 楽 郡

京 都 市 計

※　配当基数＝選挙区人口÷(A)議員１人当りの人口

【令和７年10月推計人口】
(A)＝41,776.92
＝2,506,615(人口)/60(議員定数)

【令和２年国勢調査】
(A)＝42,968.12
＝2,578,087(人口)/60(議員定数)

京 丹 後 市

南 丹 市 及 び 船 井 郡

八 幡 市

京 田 辺 市 及 び 綴 喜 郡

城 陽 市

向 日 市

長 岡 京 市 及 び 乙 訓 郡

亀 岡 市

宮 津 市 及 び 与 謝 郡

綾 部 市

右 京 区

西 京 区

伏 見 区

福 知 山 市

舞 鶴 市

宇 治 市 及 び 久 世 郡

左 京 区

中 京 区

東 山 区

山 科 区

下 京 区

南 区

配当基数
増　　減
（R7-R2）

令和２年国勢調査 令和７年10月推計人口

人　口 配当基数  人 口 配当基数

市区町村別配当基数

北 区

上 京 区

資料８
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区分

市 区 町 村 名

1 3 124,266 122,037 △ 2,229 119,474 △ 2,563 117,165 △ 2,309 113,994 △ 3,171 2.729 37,998 1.28

2 2 83,534 83,264 △ 270 85,113 1,849 83,832 △ 1,281 83,369 △ 463 1.996 41,685 1.40

3 3 169,587 168,802 △ 785 168,266 △ 536 166,039 △ 2,227 162,416 △ 3,623 3.888 54,139 1.82

4 3 102,129 105,306 3,177 109,341 4,035 110,488 1,147 111,211 723 2.662 37,070 1.25

5 1 42,464 40,528 △ 1,936 39,044 △ 1,484 36,602 △ 2,442 34,997 △ 1,605 0.838 34,997 1.18

6 3 136,670 136,045 △ 625 135,471 △ 574 135,101 △ 370 130,217 △ 4,884 3.117 43,406 1.46

7 2 75,437 79,287 3,850 82,668 3,381 82,784 116 83,998 1,214 2.011 41,999 1.41

8 3 98,193 98,744 551 99,927 1,183 101,970 2,043 102,654 684 2.457 34,218 1.15

9 5 202,356 202,943 587 204,262 1,319 202,047 △ 2,215 198,264 △ 3,783 4.746 39,653 1.33

10 3 154,756 152,974 △ 1,782 150,962 △ 2,012 149,837 △ 1,125 142,646 △ 7,191 3.414 47,549 1.60

11 6 285,419 284,085 △ 1,334 280,655 △ 3,430 277,858 △ 2,797 269,305 △ 8,553 6.446 44,884 1.51

12 2 81,977 79,652 △ 2,325 78,935 △ 717 77,306 △ 1,629 74,112 △ 3,194 1.774 37,056 1.25

13 2 91,733 88,669 △ 3,064 83,990 △ 4,679 80,336 △ 3,654 73,693 △ 6,643 1.764 36,847 1.24

14 1 37,755 35,836 △ 1,919 33,821 △ 2,015 31,846 △ 1,975 29,752 △ 2,094 0.712 29,752 1.00

15 206,201 205,523 △ 678 200,483 △ 5,040 194,880 △ 5,603 187,520 △ 7,360 4.489 37,504 1.26

宇 治 市 189,591 189,609 18 184,678 △ 4,931 179,630 △ 5,048 172,931 △ 6,699 4.139

久 御 山 町 16,610 15,914 △ 696 15,805 △ 109 15,250 △ 555 14,589 △ 661 0.349

16 49,136 45,812 △ 3,324 42,370 △ 3,442 38,778 △ 3,592 34,653 △ 4,125 0.829 34,653 1.16

宮 津 市 21,512 19,948 △ 1,564 18,426 △ 1,522 16,758 △ 1,668 14,955 △ 1,803 0.358

伊 根 町 2,718 2,410 △ 308 2,110 △ 300 1,928 △ 182 1,709 △ 219 0.041

与 謝 野 町 24,906 23,454 △ 1,452 21,834 △ 1,620 20,092 △ 1,742 17,989 △ 2,103 0.431

17 2 93,996 92,399 △ 1,597 89,479 △ 2,920 86,174 △ 3,305 83,957 △ 2,217 2.010 41,979 1.41

18 2 81,636 80,037 △ 1,599 76,869 △ 3,168 74,607 △ 2,262 71,514 △ 3,093 1.712 35,757 1.20

19 1 55,041 54,328 △ 713 53,380 △ 948 56,859 3,479 55,403 △ 1,456 1.326 55,403 1.86

20 93,526 94,965 1,439 95,271 306 96,561 1,290 97,859 1,298 2.342 48,930 1.64

長 岡 京 市 78,335 79,844 1,509 80,090 246 80,608 518 81,638 1,030 1.954

大 山 崎 町 15,191 15,121 △ 70 15,181 60 15,953 772 16,221 268 0.388

21 2 74,252 74,227 △ 25 72,664 △ 1,563 70,433 △ 2,231 68,163 △ 2,270 1.632 34,082 1.15

22 83,019 86,068 3,049 88,064 1,996 90,070 2,006 90,341 271 2.162 45,171 1.52

京 田 辺 市 64,008 67,910 3,902 70,835 2,925 73,753 2,918 75,010 1,257 1.795

井 手 町 8,951 8,447 △ 504 7,910 △ 537 7,406 △ 504 6,984 △ 422 0.167

宇治田原町 10,060 9,711 △ 349 9,319 △ 392 8,911 △ 408 8,347 △ 564 0.200

23 1 62,723 59,038 △ 3,685 55,054 △ 3,984 50,860 △ 4,194 46,335 △ 4,525 1.109 46,335 1.56

24 53,629 50,946 △ 2,683 47,598 △ 3,348 44,536 △ 3,062 41,061 △ 3,475 0.983 41,061 1.38

南 丹 市 36,736 35,214 △ 1,522 33,145 △ 2,069 31,629 △ 1,516 29,667 △ 1,962 0.710

京 丹 波 町 16,893 15,732 △ 1,161 14,453 △ 1,279 12,907 △ 1,546 11,394 △ 1,513 0.273

25 108,225 114,577 6,352 117,192 2,615 121,118 3,926 119,181 △ 1,937 2.853 59,591 2.00

木 津 川 市 63,649 69,761 6,112 72,840 3,079 77,907 5,067 78,259 352 1.873

笠 置 町 1,876 1,626 △ 250 1,368 △ 258 1,144 △ 224 920 △ 224 0.022

和 束 町 4,998 4,482 △ 516 3,956 △ 526 3,478 △ 478 3,003 △ 475 0.072

精 華 町 34,236 35,630 1,394 36,376 746 36,198 △ 178 34,879 △ 1,319 0.835

南 山 城 村 3,466 3,078 △ 388 2,652 △ 426 2,391 △ 261 2,120 △ 271 0.051

34 1,474,811 1,474,015 △ 796 1,475,183 1,168 1,463,723 △ 11,460 1,433,071 △ 30,652 42,149

26 1,172,849 1,162,077 △ 10,772 1,135,170 △ 26,907 1,114,364 △ 20,806 1,073,544 △ 40,820 41,290

60 2,647,660 2,636,092 △ 11,568 2,610,353 △ 25,739 2,578,087 △ 32,266 2,506,615 △ 71,472 41,777

市町村・選挙区ごとの人口の推移（国勢調査・推計人口）

１票の
較差

現
定
数

平17国調人口
（確定）

（H17.10.1）

平22国調人口
（確定）

（H22.10.1）

平27国調人口
(確定)

（H27.10.1）
増減

(H22－H17)
【5年間】

令2国調人口
(確定)

（R3.11.30）
増減

(R2－H27)
【5年間】

議員１人当
たり人口

山 科 区

増減
(H27－H22)
【5年間】

配当
基数

北 区

上 京 区

左 京 区

中 京 区

東 山 区

令7推計人口
（10月時点）

増減
(R7－R2)
【5年間】

福 知 山 市

舞 鶴 市

綾 部 市

5

宇治市及び久世郡

下 京 区

南 区

右 京 区

西 京 区

伏 見 区

2

向 日 市

八 幡 市

1

亀 岡 市

城 陽 市

宮津市及び与謝郡

長岡京市及び乙訓郡

2

京 都 市 以 外 の 計

京 都 府 計

京 丹 後 市

1

2

南丹市及び船井郡

木津川市及び相楽郡

京田辺市及び綴喜郡

京 都 市 計

資料９
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令和２年
（国勢調査）

令和７年
（10月推計）

令和12年
（将来推計人口）

人口増減
（令和２～７年）

人口増減
（令和２～12年）

人 人 人 (R7/R2）％ (R12/R2）％

1 北区 117,165 113,994 111,030 97.29% 94.76%

2 上京区 83,832 83,369 82,201 99.45% 98.05%

3 左京区 166,039 162,416 161,276 97.82% 97.13%

4 中京区 110,488 111,211 111,673 100.65% 101.07%

5 東山区 36,602 34,997 34,032 95.61% 92.98%

6 山科区 135,101 130,217 128,470 96.38% 95.09%

7 下京区 82,784 83,998 83,959 101.47% 101.42%

8 南区 101,970 102,654 101,079 100.67% 99.13%

9 右京区 202,047 198,264 195,752 98.13% 96.88%

10 西京区 149,837 142,646 138,996 95.20% 92.76%

11 伏見区 277,858 269,305 263,396 96.92% 94.80%

12 福知山市 77,306 74,112 72,613 95.87% 93.93%

13 舞鶴市 80,336 73,693 71,362 91.73% 88.83%

14 綾部市 31,846 29,752 27,868 93.42% 87.51%

15 宇治市及び久世郡 194,880 187,520 178,889 96.22% 91.79%

16 宮津市及び与謝郡 38,778 34,653 31,880 89.36% 82.21%

17 亀岡市 86,174 83,957 78,412 97.43% 90.99%

18 城陽市 74,607 71,514 67,413 95.85% 90.36%

19 向日市 56,859 55,403 54,918 97.44% 96.59%

20 長岡京市及び乙訓郡 96,561 97,859 93,978 101.34% 97.33%

21 八幡市 70,433 68,163 64,299 96.78% 91.29%

22 京田辺市及び綴喜郡 90,070 90,341 89,333 100.30% 99.18%

23 京丹後市 50,860 46,335 42,996 91.10% 84.54%

24 南丹市及び船井郡 44,536 41,061 38,640 92.20% 86.76%

25 木津川市及び相楽郡 121,118 119,181 120,727 98.40% 99.68%

2,578,087 2,506,615 2,445,192 97.23% 94.85%

選挙区名

選挙区別将来推計人口
（令和５年京都府統計書をもとに作成）

合　　　計

資料１０

10



令和２年 流出 流入 昼間 流入超過 流入超過
国調人口
(夜間人口)※

人口 人口 人口 人数 割合（％）

1 北区 117,165 27,205 30,826 120,786 3,621
3.09%

2 上京区 83,832 20,299 35,738 99,271 15,439 18.42%

3 左京区 166,039 31,563 39,995 174,471 8,432 5.08%

4 中京区 110,488 27,792 69,702 152,398 41,910 37.93%

5 東山区 36,602 7,818 23,024 51,808 15,206 41.54%

6 山科区 135,101 30,153 19,569 124,517 -10,584 -7.83%

7 下京区 82,784 20,842 71,117 133,059 50,275 60.73%

8 南区 101,970 22,992 57,460 136,438 34,468 33.80%

9 右京区 202,047 46,569 35,406 190,884 -11,163 -5.52%

10 西京区 149,837 38,853 17,222 128,206 -21,631 -14.44%

11 伏見区 277,858 60,131 56,761 274,488 -3,370 -1.21%

12 福知山市 77,306 6,246 10,208 81,268 3,962 5.13%

13 舞鶴市 80,336 5,639 4,006 78,703 -1,633 -2.03%

14 綾部市 31,846 4,629 5,854 33,071 1,225 3.85%

15 宇治市及び久世郡 194,880 51,262 42,595 186,213 -8,667 -4.45%

16 宮津市及び与謝郡 38,778 6,730 5,863 37,911 -867 -2.24%

17 亀岡市 86,174 18,233 7,507 75,448 -10,726 -12.45%

18 城陽市 74,607 21,219 11,067 64,455 -10,152 -13.61%

19 向日市 56,859 20,795 9,143 45,207 -11,652 -20.49%

20 長岡京市及び乙訓郡 96,561 32,392 22,779 86,948 -9,613 -9.96%

21 八幡市 70,433 19,066 12,574 63,941 -6,492 -9.22%

22 京田辺市及び綴喜郡 90,070 25,844 24,908 89,134 -936 -1.04%

23 京丹後市 50,860 3,739 2,370 49,491 -1,369 -2.69%

24 南丹市及び船井郡 44,536 8,243 9,124 45,417 881 1.98%

25 木津川市及び相楽郡 121,118 39,267 16,971 98,822 -22,296 -18.41%

2,578,087 597,521 641,789 2,622,355 44,268 1.72%

※　国勢調査人口は常住人口（＝夜間人口）で集計される。

選挙区別流出流入人口（夜間人口、昼間人口）
（令和５年京都府統計書より）　　　単位：人

選挙区名

合　　計

資料１１
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※ ○の数字は議員定数

京都府議会議員の選挙区配置と定数（府内地図）

京丹後市

①

伊根町

宮津市

舞鶴市

②

綾部市

①
福知山市

②

亀岡市

②

向日市 ①
長岡京市
大山崎町

八幡市 ②
久御山町

京田辺市

精華町

宇治市

井手町

笠置町

③

③

⑤

京都市

③

⑥

③

上京区 ②

中京区 ③

下京区 ②

東山区 ①

南区 ③

京都市

宮津市

与謝野町

木津川市

南山城村
和束町

南丹市

京丹波町

宇治田原町城陽市

②

宮津市及び与謝郡 ①

京田辺市及び綴喜郡 ②

南丹市及び船井郡 ①

宇治市及び久世郡 ⑤

長岡京市及

び乙訓郡 ②

木津川市及び相楽郡 ②

資料１２
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資料１３ 

議員定数に関する全国状況等 

○ 選挙区・定数の見直しに係る全国状況（令和７年 11 月１日現在） 【資料 14】参照 

  検討済み：３議会（定数減：１議会、現状維持：２議会） 
検討中：21議会      未検討又は検討時期調整中：21議会 

＜参考：平成 27年－令和２年国勢調査 【資料 15】参照 ＞ 

① 総人口が増加した都道府県 

埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、滋賀、福岡、沖縄（８都県） 

※ Ｒ５統一地方選において、千葉県が定数１名増 

② 総人口が減少した都道府県 

  上記以外の 39道府県 

  ※ Ｒ５統一地方選において、秋田、石川、三重、大阪、島根、佐賀の６府県

が定数減 

○ 京都府の総人口、議員定数の推移  

 H17国勢 H22国勢 H27国勢 R2国勢 
R7.10推計 

H19選挙 H23選挙 H27選挙 H31選挙 R5選挙 

総 人 口 
2,647,660 2,636,092 

(▲11,568)  
2,610,353 
(▲25,739) 

2,578,087 
(▲32,266) 

2，506，615 
(▲71,472) 

議 員 定 数 
６２ ６０ 

(▲２) 
６０ 
(－)  

６０ 
(－) 

６０ 
(－) 

６０ 
(－) 

議 員 １ 人 

当たり人口 

42,704 44,128 
(1,424) 

43,935 
(▲193) 

43,506 
(▲429) 

42,968 
(▲538) 

41,777 
(▲1,191) 

旧法定上限※ 
６９ 
 

６９ 
(－) 

６９ 
(－) 

６８ 
(▲１) 

６７ 
(▲１) 

  ※平成 23年改正前の地方自治法に基づき試算 

○ 議員一人当たり人口の全国状況（人口は令和２年国勢調査） 

議員一人当たり人口 都道府県（昇順） 

１万人以上２万人未満 ４ 鳥取、島根、高知、徳島 

２万人以上３万人未満 １６ 福井、山梨、佐賀、和歌山、香川、秋田、山形、 
岩手、青森、富山、大分、宮崎、石川、愛媛、 
長崎、山口 

３万人以上４万人未満 １２ 沖縄、奈良、鹿児島、福島、滋賀、岡山、熊本、 

長野、三重、栃木、群馬、宮城 

４万人以上５万人未満 ５ 新潟、京都（昇順 34位）、岐阜、広島、茨城 

５万人以上６万人未満 ３ 北海道、静岡、福岡 

６万人以上７万人未満 ２ 兵庫、千葉 

７万人以上８万人未満 ２ 愛知、埼玉 

８万人以上９万人未満 １ 神奈川 

９万人以上 10万人未満 ０  

10万人以上 ２ 東京、大阪 

  太字下線は総人口が京都府と近い県（200万人～300万人） 

13



資 料 １４

（令和７年11月１日時点、全国都道府県議会議長会議事調査部調査より）

北海道 〇

青森県 〇 Ｒ６．３

岩手県 〇 Ｒ６．10

宮城県 〇

秋田県 〇 Ｒ７．９ 現状維持

山形県 〇 Ｒ５．12

福島県 〇

茨城県 〇

栃木県 〇

群馬県 〇 Ｒ７．10

埼玉県 〇

千葉県 〇 Ｒ７．10

神奈川県 〇

新潟県 〇

富山県 〇 Ｒ７．６

石川県 〇 Ｒ７．２

福井県 〇

山梨県 〇

長野県 〇

岐阜県 〇

静岡県 〇 Ｒ５．６

愛知県 〇

三重県 〇

滋賀県 〇 Ｒ７．９

京都府 〇 Ｒ７．６

大阪府 〇 Ｒ７．７

兵庫県 〇 Ｒ７．６

奈良県 〇 Ｒ７．10

和歌山県 〇

鳥取県 〇 Ｒ５．６ ２名削減（35名→33名）

島根県 〇

岡山県 〇

広島県 〇 Ｒ７．７

山口県 〇 Ｒ７．６

徳島県 〇

香川県 〇

愛媛県 〇 Ｒ７．７

高知県 〇 Ｒ６．７

福岡県 〇

佐賀県 〇 Ｒ７．11

長崎県 〇 Ｒ７．10

熊本県 〇

大分県 〇 Ｒ７．９

宮崎県 〇 Ｒ７．６ 現状維持

鹿児島県 〇 Ｒ５．12

3 21 21

※選挙時期が大きく異なる東京都と沖縄県は除く。

各都道府県における選挙区・定数の点検・見直しの状況について（令和５年統一地方選以降）

検討開始時期都道府県名 検討済み 検討中
未検討
又は

検討時期調整中
検討結果

14



網掛け部分 の８都県は人口が増加

増減数 増減率 増減数 増減率

1 北海道 5,506,419 5,381,733 5,224,614 -281,805 -5.1% -157,119 -2.9%

2 青森県 1,373,339 1,308,265 1,237,984 -135,355 -9.9% -70,281 -5.4%

3 岩手県 1,330,147 1,279,594 1,210,534 -119,613 -9.0% -69,060 -5.4%

4 宮城県 2,348,165 2,333,899 2,301,996 -46,169 -2.0% -31,903 -1.4%

5 秋田県 1,085,997 1,023,119 959,502 -126,495 -11.6% -63,617 -6.2% -2

6 山形県 1,168,924 1,123,891 1,068,027 -100,897 -8.6% -55,864 -5.0%

7 福島県 2,029,064 1,914,039 1,833,152 -195,912 -9.7% -80,887 -4.2%

8 茨城県 2,969,770 2,916,976 2,867,009 -102,761 -3.5% -49,967 -1.7%

9 栃木県 2,007,683 1,974,255 1,933,146 -74,537 -3.7% -41,109 -2.1%

10 群馬県 2,008,068 1,973,115 1,939,110 -68,958 -3.4% -34,005 -1.7%

11 埼玉県 7,194,556 7,266,534 7,344,765 150,209 2.1% 78,231 1.1%

12 千葉県 6,216,289 6,222,666 6,284,480 68,191 1.1% 61,814 1.0% +1

13 東京都 13,159,417 13,515,271 14,047,594 888,177 6.7% 532,323 3.9%

14 神奈川県 9,048,302 9,126,214 9,237,337 189,035 2.1% 111,123 1.2%

15 新潟県 2,374,450 2,304,264 2,201,272 -173,178 -7.3% -102,992 -4.5%

16 富山県 1,093,247 1,066,328 1,034,814 -58,433 -5.3% -31,514 -3.0%

17 石川県 1,169,788 1,154,008 1,132,526 -37,262 -3.2% -21,482 -1.9% -2

18 福井県 806,314 786,740 766,863 -39,451 -4.9% -19,877 -2.5%

19 山梨県 863,075 834,930 809,974 -53,101 -6.2% -24,956 -3.0%

20 長野県 2,152,449 2,098,804 2,048,011 -104,438 -4.9% -50,793 -2.4%

21 岐阜県 2,080,773 2,031,903 1,978,742 -102,031 -4.9% -53,161 -2.6%

22 静岡県 3,765,007 3,700,305 3,633,202 -131,805 -3.5% -67,103 -1.8%

23 愛知県 7,410,719 7,483,128 7,542,415 131,696 1.8% 59,287 0.8%

24 三重県 1,854,724 1,815,865 1,770,254 -84,470 -4.6% -45,611 -2.5% -3

25 滋賀県 1,410,777 1,412,916 1,413,610 2,833 0.2% 694 0.0%

26 京都府 2,636,092 2,610,353 2,578,087 -58,005 -2.2% -32,266 -1.2%

27 大阪府 8,865,245 8,839,469 8,837,685 -27,560 -0.3% -1,784 0.0% -9

28 兵庫県 5,588,133 5,534,800 5,465,002 -123,131 -2.2% -69,798 -1.3%

29 奈良県 1,400,728 1,364,316 1,324,473 -76,255 -5.4% -39,843 -2.9%

30 和歌山県 1,002,198 963,579 922,584 -79,614 -7.9% -40,995 -4.3%

31 鳥取県 588,667 573,441 553,407 -35,260 -6.0% -20,034 -3.5% ※

32 島根県 717,397 694,352 671,126 -46,271 -6.4% -23,226 -3.3% -1

33 岡山県 1,945,276 1,921,525 1,888,432 -56,844 -2.9% -33,093 -1.7%

34 広島県 2,860,750 2,843,990 2,799,702 -61,048 -2.1% -44,288 -1.6%

35 山口県 1,451,338 1,404,729 1,342,059 -109,279 -7.5% -62,670 -4.5%

36 徳島県 785,491 755,733 719,559 -65,932 -8.4% -36,174 -4.8%

37 香川県 995,842 976,263 950,244 -45,598 -4.6% -26,019 -2.7%

38 愛媛県 1,431,493 1,385,262 1,334,841 -96,652 -6.8% -50,421 -3.6%

39 高知県 764,456 728,276 691,527 -72,929 -9.5% -36,749 -5.0%

40 福岡県 5,071,968 5,101,556 5,135,214 63,246 1.2% 33,658 0.7%

41 佐賀県 849,788 832,832 811,442 -38,346 -4.5% -21,390 -2.6% -1

42 長崎県 1,426,779 1,377,187 1,312,317 -114,462 -8.0% -64,870 -4.7%

43 熊本県 1,817,426 1,786,170 1,738,301 -79,125 -4.4% -47,869 -2.7%

44 大分県 1,196,529 1,166,338 1,123,852 -72,677 -6.1% -42,486 -3.6%

45 宮崎県 1,135,233 1,104,069 1,069,576 -65,657 -5.8% -34,493 -3.1%

46 鹿児島県 1,706,242 1,648,177 1,588,256 -117,986 -6.9% -59,921 -3.6%

47 沖縄県 1,392,818 1,433,566 1,467,480 74,662 5.4% 33,914 2.4%

※　鳥取県は令和５年一般選挙後の令和７年３月に定数を２名削減

都道府県別　総人口の推移

平成22年
国勢調査

平成27年
国調人口

令和2年
国調人口

10年間増減（H22～R2） ５年間増減（H27～R2）
定数
見直し
R5選挙

資料１５
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都道府県 最大較差 総人口 議員定数 都道府県 最大較差 総人口 議員定数

1 沖縄県 1.27 1,467,480 48 25 山口県 2.20 1,342,059 47

2 岩手県 1.44 1,210,534 48 26 大分県 2.27 1,123,852 43

3 佐賀県 1.46 811,442 37 27 愛知県 2.28 7,542,415 102

4 滋賀県 1.63 1,413,610 44 28 長野県 2.30 2,048,011 57

5 和歌山県 1.70 922,584 42 29 熊本県 2.33 1,738,301 49

6 福井県 1.76 766,863 37 30 福岡県 2.37 5,135,214 87

7 山形県 1.80 1,068,027 43 31 青森県 2.39 1,237,984 48

8 愛媛県 1.81 1,334,841 47 32 三重県 2.39 1,770,254 48

9 富山県 1.85 1,034,814 40 33 群馬県 2.40 1,939,110 50

10 京都府 1.90 2,578,087 60 34 岡山県 2.43 1,888,432 55

11 島根県 1.94 671,126 36 35 東京都 2.48 14,047,594 127

12 山梨県 1.96 809,974 37 36 静岡県 2.57 3,633,202 68

13 秋田県 1.97 959,502 41 37 広島県 2.60 2,799,702 64

14 栃木県 1.98 1,933,146 50 38 埼玉県 2.63 7,344,765 93

15 宮崎県 1.99 1,069,576 39 39 新潟県 2.64 2,201,272 53

16 長崎県 2.02 1,312,317 46 40 千葉県 2.69 6,284,480 95

17 奈良県 2.11 1,324,473 43 41 兵庫県 2.70 5,465,002 86

18 石川県 2.11 1,132,526 41 42 高知県 2.71 691,527 37

19 鹿児島県 2.11 1,588,256 51 43 神奈川県 2.74 9,237,337 105

20 茨城県 2.13 2,867,009 62 44 徳島県 2.78 719,559 38

21 宮城県 2.16 2,301,996 59 45 岐阜県 2.91 1,978,742 46

22 香川県 2.17 950,244 41 46 北海道 3.04 5,224,614 100

23 鳥取県 2.17 553,407 33 47 福島県 5.19 1,833,152 58

24 大阪府 2.19 8,837,685 79

〇　網掛け太字は総人口が京都府と近い県（200万人～300万人）

〇　東京都、兵庫県、神奈川県、徳島県、北海道は特例選挙区を除いた最大較差

〇　福島県は原発事故に伴う住民避難等の影響により較差が大きい状況

一票の較差に関する全国状況

（総人口：令和２年国勢調査、定数：令和７年７月31日時点）

〇　令和７年10月の推計人口による京都府の最大較差は2.0

資料１６
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１通り ４
宮城、愛知、
広島、鹿児島

２通り ２ 茨城、香川

３通り ３
　岐阜、京都、
　高知

４通り １ 東京

７通り ３
　福島、新潟、
　三重

１６通り １ 埼玉

２３通り １ 北海道

合計 15議会

逆転選挙区に関する全国状況

【令和７年７月31日現在】

逆転選挙区
のパターン

議会数 都道府県

資料１７
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執行年月日 選挙 較差

平元．7．2
東京都議会議員
一般選挙

平３．４．２３
上告棄却
(事情判決）

選挙の
違法宣言 3.09

平３．４．７
千葉県議会議員
一般選挙

平５．１０．２２ 上告棄却 適法 2.45

平３．４．７
愛知県議会議員
一般選挙

平５．１０．２２
原判決
変更

適法 2.89

平５．６．２７
東京都議会議員
一般選挙

平７．３．２４ 上告棄却 適法 2.04

平７．４．９
千葉県議会議員
一般選挙

平８．９．１３ 上告棄却 適法 2.45

平９．７．６
東京都議会議員
一般選挙

平１１．１．２２ 上告棄却 適法 2.15

平１１．４．１１
大阪府議会議員
一般選挙

平１１．１１．９ 上告棄却 適法 2.48

平１１．４．１１
千葉県議会議員
一般選挙

平１２．４．２１ 上告棄却 適法 2.76

平１５．４．１３
大阪府議会議員
一般選挙

平１６．１．１６ 上告棄却 適法 2.51

平２３．４．１０
新潟県議会議員
一般選挙

平２４．１１．８ 上告棄却 適法 2.21

平２５．６．２３
東京都議会議員
一般選挙

平２７．１．１５ 上告棄却 適法 1.92

平２７．４．１２
千葉県議会議員
一般選挙

平２８．１０．１８ 上告棄却 適法 2.51

平２９．７．２
東京都議会議員
一般選挙

平３１．２．５ 上告棄却 適法 2.48

令３．７．４
東京都議会議員
一般選挙

令４．10．３１ 上告棄却 適法 2.54

令５．４．９
千葉県議会議員
一般選挙

令７．１．28 上告棄却 適法 2.69

※東京都は島嶼部の特例選挙区を除いた最大較差

最高裁判所判決

都道府県議会議員選挙における
一票の較差に関する最高裁判所判決の状況

資料１８

適法判決中最大
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資料１９ 

都道府県議会議員選挙区・定数に関する法令 

〔地方自治法〕 

第九十条 都道府県の議会の議員の定数は、条例で定める。 

②～⑦ 略 

 

〔公職選挙法〕 

（地方公共団体の議会の議員の選挙区） 

第十五条 都道府県の議会の議員の選挙区は、一の市の区域、一の市の区域と隣接する町村の区域

を合わせた区域又は隣接する町村の区域を合わせた区域のいずれかによることを基本とし、条例

で定める。 

２ 前項の選挙区は、その人口が当該都道府県の人口を当該都道府県の議会の議員の定数をもつて

除して得た数（以下この条において「議員一人当たりの人口」という。）の半数以上になるよう

にしなければならない。この場合において、一の市の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数

に達しないときは、隣接する他の市町村の区域と合わせて一選挙区を設けるものとする。 

３ 一の市の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であつても議員一人当たりの人口に達

しないときは、隣接する他の市町村の区域と合わせて一選挙区を設けることができる。 

４ 一の町村の区域の人口が議員一人当たりの人口の半数以上であるときは、当該町村の区域をも

つて一選挙区とすることができる。 

５ 一の市町村（地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）

にあつては、区。以下この項において同じ。）の区域が二以上の衆議院（小選挙区選出）議員の

選挙区に属する区域に分かれている場合における前各項の規定の適用については、当該各区域を

市町村の区域とみなすことができる。 

６ 市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設けること

ができる。ただし、指定都市については、区の区域をもつて選挙区とする。 

７ 第一項から第四項まで又は前項の規定により選挙区を設ける場合においては、行政区画、衆議

院（小選挙区選出）議員の選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなけれ

ばならない。 

８ 各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定め

なければならない。ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡

を考慮して定めることができる。 

９ 指定都市に対し第一項から第三項までの規定を適用する場合における市の区域（市町村の区域

に係るものを含む。）は、当該指定都市の区域を二以上の区域に分けた区域とする。この場合に

おいて、当該指定都市の区域を分けるに当たつては、第五項の場合を除き、区の区域を分割しな

いものとする。 

10 前各項に定めるもののほか、地方公共団体の議会の議員の選挙区及び各選挙区において選挙す

べき議員の数に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

〔公職選挙法施行令〕 

(人口の定義) 

第百四十四条 法及びこの政令における人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ず

る全国的な人口調査の結果による人口による。但し、官報公示の人口の調査期日以後において都道

府県、郡又は市町村の境界に変更があつた場合においては、地方自治法施行令（昭和二十二年政令

第十六号）第百七十六条又は第百七十七条の規定によつて都道府県知事が告示した人口による。 
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資料２０ 

 

京都府議会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区の議員の定数に関する条例 

 

昭和54年京都府条例第１号 

 

（議員の定数） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第90条第１項の規定により、京都府議会の議員

の定数を60人とする。 

 

（選挙区及び各選挙区の議員の定数） 

第２条 公職選挙法（昭和25年法律第100号）第15条の規定により、京都府議会の議員の選

挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数を次のとおり定める。 

 

選挙区の名称 選挙区の区域   選挙すべき

議員の数 

北区 京都市北区の区域 ３人 

上京区 京都市上京区の区域 ２人 

左京区 京都市左京区の区域 ３人 

中京区 京都市中京区の区域 ３人 

東山区 京都市東山区の区域 １人 

山科区 京都市山科区の区域 ３人 

下京区 京都市下京区の区域 ２人 

南区 京都市南区の区域 ３人 

右京区 京都市右京区の区域 ５人 

西京区 京都市西京区の区域 ３人 

伏見区 京都市伏見区の区域 ６人 

福知山市 福知山市の区域 ２人 

舞鶴市 舞鶴市の区域 ２人 

綾部市 綾部市の区域 １人 

宇治市及び久世郡 宇治市及び久世郡久御山町の区域 ５人 
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宮津市及び与謝郡 宮津市、与謝郡伊根町及び与謝郡与謝野町の区域 １人 

亀岡市 亀岡市の区域 ２人 

城陽市 城陽市の区域 ２人 

向日市 向日市の区域 １人 

長岡京市及び乙訓郡 長岡京市及び乙訓郡大山崎町の区域 ２人 

八幡市 八幡市の区域 ２人 

京田辺市及び綴喜郡 京田辺市、綴喜郡井手町及び綴喜郡宇治田原町の区域 ２人 

京丹後市 京丹後市の区域 １人 

南丹市及び船井郡 南丹市及び船井郡京丹波町の区域 １人 

木津川市及び相楽郡 木津川市、相楽郡笠置町、相楽郡和束町、相楽郡精華町

及び相楽郡南山城村の区域 

２人 

 

附 則 

１ この条例は、次の一般選挙から施行する。 

２ 京都府議会の議員の選挙区及び各選挙区議員定数条例（昭和33年京都府条例第19号）は、

この条例の施行に伴い廃止する。 
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資料２１ 

用語集（五十音順） 

 

一票の較差 

議員１人当たりの有権者数の較差。定数の検討に当たっては一般的に有権者

数ではなく議員一人当たり人口を比較する。 

議員一人当たり人口が最小となる選挙区に対し、他の選挙区の議員一人当た

り人口がその何倍になるかで表示する。（最小の選挙区については「１」とな

る。） 

 

 

逆転選挙区 

２つの選挙区を比較した際に、それぞれの「選挙区人口の多寡」と「選挙区

議員定数の多寡」が逆転している組み合わせをいう。 

（例）A選挙区（選挙区人口：10万人、選挙議員区定数：２名）と 

   B選挙区（選挙区人口：９万人、選挙議員区定数：３名）は逆転選挙区 

   （※選挙区人口：A選挙区＞B選挙区、選挙区議員定数：A選挙区＜B選挙区） 

 

 

旧法定上限 

平成 23 年８月改正以前に定められていた地方議会の総定数の上限（現在は

撤廃）。自治体の人口に応じて定めらており、道府県議会については以下のと

おり（東京都議会については別の基準が設けられていた。）。 

人口 75万人未満 40人 

人口 75万人以上 

100万人未満 
40人＋ 

人口―70万人

５万人
※  

    ※端数切捨て 

人口 100万人以上 

   618万人未満 
45人＋ 

人口―93万人

７万人
※  

    ※端数切捨て 

人口 618万人以上 120人 
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国勢調査 

国内の人及び世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得るこ

とを目的とした調査で、公職選挙法の選挙区に係る規定における「人口」は

国勢調査人口を指す。 

調査は５年に一度（西暦で５の倍数となる年）、10月１日を基準日に実施さ

れ、人口については、速報値と調査票の記入内容に基づいた審査を経て集計

される確定値の２回に分けて公表される。 

  【公表時期】 

    速報値：令和８年５月までの公表を予定 

        （令和２年調査では令和３年６月 25日公表） 

    確定値：令和８年９月までの公表を予定 

        （令和２年調査では令和３年 11月 30日公表） 

 

将来推計人口 

  出生、死亡、人口移動について、実績値の動向をもとに仮定を設け、将来の

人口について推計したもの。（実績値を用いてその月の人口を推計する「推計

人口」とは異なる。） 

  京都府統計書においては、国立社会保障・人口問題研究所が公表している

「日本の地域別将来推計人口」の数値を基にしている。 

 

推計人口 

直近の国勢調査の人口及び世帯数を基礎として、各市町村から提供された１

か月間の住民票の移動数を加減することによりその月の人口を推計したも

の。（仮定を設けて将来の人口を推計する「将来推計人口」とは異なる。） 

 

配当基数 

選挙区人口を当該都道府県全体の議員一人あたり人口で割った数値。 

公職選挙法上、配当基数が 0.5未満の市については、隣接する市町村と合区

しなればならない（強制合区）。また 0.5以上、1.0未満の市は隣接する市町村

と任意で合区することができる（任意合区）。 

※ 特例選挙区 

昭和 41 年１月１日現在において設けられている選挙区については、

上記の強制合区の規定に関わらず、配当基数が 0.5 を切っていても当

分の間、合区せずに１選挙区とすることができる。 

「都道府県議会においてその区域の代表が確保されるべき」との趣旨

によるもので、他府県においては、島嶼部や過疎地域に適用される例

がある。 

なお、京都府には該当する選挙区はない。 
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流出・流入人口 

Ａ市町村の「流出人口」とは、Ａ市町村に常住しＡ市町村以外へ通勤・通学

する人口をいい、Ａ市町村の「流入人口」とは，Ａ市町村以外に常住しＡ市町

村に通勤・通学する人口をいう。 

国勢調査人口・推計人口は夜間人口（常住人口）であり、ここから流出人

口と流入人口を引き足ししたものが中間人口となる。 

  「夜間人口」－「流出人口」＋「流入人口」＝「昼間人口」 
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資料２ 

選挙区・定数のあり方の検討の進め方について 

 

１ 現状の整理  

・事務局より、これまでの定数議論の経過および推計人口に基づく選挙区の状

況について説明あり。  

・令和７年に実施された国勢調査の速報集計は令和８年５月以降に公表  

・推計人口は傾向把握には有用だが、定数・選挙区の議論には国勢調査の速報

集計を用いるべき。  

  

２ 検討の進め方  

（1）国勢調査結果公表までの期間  

・「議会・議員のあり方」についての議論を先行して実施。  

・議会の機能を保ちつつ、住民の多様な声を反映するために必要な要素とし

て、議員の役割・定数・選挙区の考え方を整理するために、参考人を招致

し、意見聴取と質疑を行う。  

・小委員会で議論を深め、議員の役割や定数・選挙区の基本的な考え方を共

有・整理。  

 

(2)国勢調査結果公表後  

・公表された国勢調査の速報集計をもとに、選挙区・定数の具体的なあり方に

ついて議論。  

・小委員会として、令和８年９月定例会の補正予算等議決日までに答申をまと

める。  

 

３ スケジュール（令和７年度〜令和８年度）  

時    期 内       容 

令和７年 12月  
・小委員会にて「議会・議員のあり方」について

の基本的議論を開始  

令和８年 1月〜3月  ・参考人招致案の確認 

令和８年 4月～5月 

（委員改選まで） 

・参考人招致による意見聴取・質疑 

・小委員会にて議論の中間整理（議員の役割・定

数・選挙区の考え方など）  

令和８年 5月以降 

（委員改選後） 

・国勢調査速報集計の公表を受け、選挙区・定数

の具体的議論を開始  

令和８年 6月〜8月  ・小委員会での各論整理・答申案作成  

令和８年 9月定例会  ・補正予算等議決日までに答申を提出  

 


